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一,中 国での社会調査の留意点一総括に代 えて

は じめに

現代の中国をフィール ドとする社会調査論は,国 際的にみて も未開拓の

分野 といって よい。社会調査を中心的な方法 とする大学の地域研究では北

大スラブ研究セ ンター,京 都大学東南アジア研究センター,イ ン ドに関す

る調査研究で実績のある広島大学総合地誌研究資料セ ンターなどがあるが,

中国に関 しては社会調査による専門的地域研究を組織的に取 り組んでいる
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大学の例はほ とん どない。

こうしたもとで,躍 動す る現代中国を実地に,で きるだけ正確にかつ科

学的に知ろ うとすれば,社 会調査の実践的方法論の構築が不可欠 となる。

かかる現状に即 し,我 々は共同研究 とい うかたちでメンバーの専門的領域

に立脚 しつつ,こ の課題に取 り組むことに した。

以下は共同研究者それぞれの観点にもとついて中国社会調査法を述べた

ものである。執筆 は各自の自由 としたため,全 体 を見渡 して重複する部分

もないではない し,観 点が必ず しも体系的,網 羅的になっていないが,現

代中国を対象に,社 会調査を行 う場合の共通認識や問題点,留 意点等をま

とめた嗜矢的な ものとしては一定のレベルに到達 したように思 う。取 り組

むべき今後の課題は多いが,そ のことを節目と考 え,大 方のご批判を仰 ぐ

こととした(執 筆者名は各論最後に掲載。本研究には愛知大学1998～99

年度共同研究助 成{共 同研究(共 同研究者及び研究分担は後掲)A}を 受

けた。記 して感謝の意を表する)。

1,戦 前期 日本人による中国社会調査

世界的に見る と,国 際社会調査は主に宗主国が植民地支配のために行 う

前哨的資料収集や文明国による稀少資源探査や未知の世界との交易を念頭

においた自然 ・人文地理的調査が支配的であったU。 列強欧米諸国による

アフ リカやアジア調査はその典型である。部分的には,ア メリカへの欧州

か らの移民につ いて トーマスやズナニエッキーが行った生活実態調査など

なか ったわけで はないが,これは国際社会調査とい うよりも国内調査 といっ

た方が適切である。

日本が戦前中国や,朝 鮮半島,南 方アジアで行 った調査の大部分 もやは

り植民地経営に関連する社会調査であり,列 強欧米諸国が海外で行った調

査 と本質はまったく同 じであった。 とくに満鉄調査部が 日常業務の一つ と

して行っていた 中国北方の実態調査,末 広厳太郎を中心 とするグループが

行った農村慣行 調査,東 亜研究所が台湾やフィリピンなど南方アジアで実
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中国をフィール ドとする社会調査の方法と問題点

施 した農村調査な どがその代表的な国際社会調査 といえよう。

当時の調査資料を見ると,調 査者の主観的意図は どうあれ,中 国や近隣

諸国の支配を念頭においた政界,軍 部の意向が反映 されていたと見ること

ができる。そ してここに,国 際社会調査に潜む危険性がある。国際社会調

査は,純 粋に学術的意図をもって行われるかぎり何 ら問題ない。

ところが我々が過去か ら学ぶべきことがあるとすれば,時 の権力や時勢

にお もね主体性を失 うことによって,あ るいはそれ らか ら委託を受ける調

査自体によって,調 査対象 となる個人,地 域,国 家に計 り知れない影響を

及ぼす ことがありうるという点であろう。

2,戦 後中国社会調査の変遷

中国で我々が行 う社会調査の内容や方法は,実 は 中国人が社会調査につ

いての概念付け,社 会科学における位置付けや役割,さ らに具体的な方法

的理解をどのように行っているか,と い う問題から直接 ・間接に影響を受

ける。直接的な影響は,社 会調査に関する中国での位置付けや認識の仕方,

加えて社会調査に関する法規則やその管理状況に由来するものであ り,間

接的な影響は,我 々にとっては被調査者である中国人の社会調査に対する

理解や調査者である我々に対する接 し方から生 じる ものである。これらの

点での具体的な影響を見るために,中 国における社会調査の流れを見てお

くことは参考になろ う。

戦前の中国では他の国同様,社 会調査がごく普通に行われ,そ の理論 と

方法上の水準は極めて高かったといえる。言心哲 『社 会調査大綱』(1931),

李景漢 『実地社会調査方法』(1933)な どは,戦 前中国社会調査論の最高

峰を示す文献 といって過言でない。このよ うな社会調査論の発展は戦後に

なると急速に速度を緩め,あ らゆる局面における情報管理政策 とあいまっ

て,家 や個人に焦点を当て徹底的に調べ上げるとい う方法は弱まって行っ

た。社会調査の醍醐味はそれ 自体は事例にすぎない家や個人,企 業などを

徹底 して調べ,そ こに潜む一般性を帰納的に明らかにす るところにある。

一29一



しか し戦後の中国では,こ のような方法による社会調査は影をひそめ,社

会調査が文字通 り一地域や一一小社会を対象とする没家,没 個人調査 となっ

て行ったのである。

その変遷を担った例 として,詳 しく述べることはできないが費孝通を挙

げることはできないだろ うか。 中国を代表する社会人類学者費孝通は,戦

後,中 国政治の時流に沿い自由な発想を抑制する。もともとマ リノフスキー

を師と仰いできた氏には,自 由な社会調査家としての血が流れていたはず

である。実に社会調査ほどあ らゆる意味で自由を必要とする分野はないの

であって,費 孝通にとっても,1950年 代に始まる国家思想の一元化は複雑

な対応を求められるものであったに違いない。

こうした状況に転機が訪れるのは,改 革開放期以降のことである。社会

学の復権や近代的な社会調査法の導入が大学を中心に進み,現 在では我々

が通常用いる統計学的手法によるアンケー ト分析を教えるテキス トもかな

り出版 されるよ うになっている。ただし,仔 細にいえばア ンケー ト票の作

成方法にはやや記述式の多用が 目立ち,今 後は調査項目の概念化やカテゴ

ライズのもつ効果を実践的に活用する手法の開発が課題であるなどの問題

がなくはない。 しか し,こ れ らは技術的な問題であ りやがて解決される性

質のものにすぎない。

3,中 国社会調査の規制と対応

戦後中国の社会調査には,二 重の意味で規制が敷かれている。二重の意

味 というのは,社 会主義国特有の思想 ・情報管理,1953年 か ら約20年 間

続いた社会調査 の禁止とい う問題である。前者は今なお払拭 されず,被 調

査者の個人的意見や 自由な考え方を吸収する際の障害となっている。後者

の問題は消滅 したが,こ の長期間の社会調査に関する学問的停滞は計り知

れないものがあ る。

これ らの問題に加え,我 々には,日 本人であるがゆえの特殊な障害がつ

きまとう。それは調査に協力してくれる中国の知識層に,日 本が戦前行っ
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中国をフィール ドとする社会調査の方法と問題点

た 社 会 調 査 が 中 国 侵 略 を 進 め あ る い は 支 援 した も の で あ った とい う意 識 が

残 っ て い る とい うこ とで あ る。 した が って,日 本 人 の 行 う中国 で の社 会 調

査 に は,よ り強 い 規 制 と厳 しい 視 線 が 注 が れ る こ と に な る。

さ らに,1999年7月16日 公 布,同8月15日 施 行 の 「渉 外 社 会 調 査 活 動

暫 定 管 理 規 則 」(lnterimMeasuresforAdministrationofForeign-relatedSocial

SurveyActivities)に よ って,こ れ らの 非 法 治 的 な 規 制 を 土 台 と して,一 段

と厳 しい 制 度 的 な 規 制 が 加 わ る こ とに な っ た の で あ る2)。

こ の 規 則 の 施 行 に よ り,外 国 人 は 国 家 統 計 局 発 行 の 「渉 外 社 会 調 査 許 可

証 」(資 料1)を もつ 中 国機 関(企 業,研 究 機 関,大 学 等 教 育機 関 な ど)と

資料1

中隼 人 民共 和 国

渉外社会凋査杵可証

(副 本)

国 続 渉 外llE字 第0116㌧}

凋 査 机 桐 名 称

(外 文

汗 可 証 炎 型 乙炎

i1・可萢 囹 斜i・i

)

根据《渉外社会凋査活劫管理暫行亦法》規定,

准予核机杓杁事渉外社会凋査活劫。

轍皇黛
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共同でなければ,中 国では社会調査ができなくなった。具体的には,外 国

人は当該中国機関 に調査地,調 査目的,調 査内容,調 査方法,調 査機関,

調査者氏名(調 査機関名)な どを通知,当 該機関はこれを記載 した文書を

もって国家統計局に対 して許可申請を行う。国家統計局は,こ れ らが許可

にふさわ しいものであるかど うか詳細な審査を行い判断する。アンケー ト

調査を予定する場合は,中 国語原案を提出させ審査する。我々の実際の許

可申請例では,宗 教,少 数民族,国 有企業労働者の昇進制度,企 業の汚染

物質処理問題などについての設問が不適切として削除されたことがある。

4,調 査回答にお ける本音と建前

中国人社会が無形の慣性的な統制圧力をもち,個 人がそれを迎合的に自

覚 し,そ の結果,一 定の思想的枠か ら出ないように努めるさまは,中 国で

の社会調査で多 くの 日本人が体験するところである。似たよ うなことは旧

東欧諸国の社会調査で も体験するが,中 国と旧東欧諸国には歴然 としたち

がいがある。旧東欧諸国の場合,す でに社会主義的統制は過去の ものとな

り,自 由にかけては,社 会調査に関するかぎり西欧社会と異なるところを

見出すことさえ難 しい。むろん,過 去の統制が習性 となっている部分はあ

るが意識すれば 自らはがすことはできる。 しか し中国の場合,公 式な政治

的態度がいまなお根を張って,社 会のかなり隅の部分まで浸透 している。

たとえば,こ んな経験である。人間は死後どうなると思 うか,墓 に花や

食料を供え,墓 に遺骨 とともに洗濯機や箪笥,自 動車の形をした小 さな陶

製の ミニチュアを埋めるのはなぜか(火 葬場へ行 くと,こ の種のものが展

示販売されている),と いう質問をあるところで複数の人に向けた。まず死

後どうなると思 うか とい う質問に対するほとんどの人の答えは,推 し量っ

たように 「死後は何 もな くなる。魂も残 らない」 というものである。次の

供え物や副葬品については,「習慣だか ら」とい う答えである。死後の世界

を否定する一方での先祖祭 りは明らかな矛盾である。そもそ も立派な墓(高

価なものだ と5万 元程度)を 作ること自体,死 後の世界をまったく否定す
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中国をフィール ドとする社会調査の方法と問題点

ることと相容れない。この場合,死 後を否定することは建前であり,先 祖

祭 りが本音ではないか。

この矛盾には少な くとも2つ の背景がある。1つ は社会主義 と宗教 との

関係に基づくものであ り,も う1つ は,同 じ根を持つがより具体的今 日的

な問題である反法輪功キャンペーンとの関連である3)。建前 と本音の使い

分けはどこの国の民衆 レベルにもみ られるが,中 国の場合,国 家的な レベ

ル と重なる場合が少なくない。他にも,少 数民族に対する認識,政 権党に

対する認識や評価,い わゆる靖国参拝問題に対する意見なども本音 と建前

の使い分けが行われやすい問題である。

以下では,社 会調査の領域を経済,農 村社会,文 化 ・芸術,民 俗,社 会

生活等に分け,そ れぞれの場合における留意点等を述べて行 く。

【注釈】

1:高 橋 『国際社 会調 査』 農林統 計協 会,2000。

2:こ の 規則 の制 定は,「 中華 人民共 和国統 計 法」 第6章 第13条,同 「実 施細 則 」

第6章 第35条 を根 拠 とす る と考 え られ る。 「統計 法」 第6章 第13条 は 「中 国

以 外 の組織 ・個人 が 中国で統 計調 査活 動 を行 うときは,規 定 の定め る ところ に

よ りあ らか じめ許 可 申請 を行わ な けれ ば な らな い。具 体 的 な方 法は 国務院 の定

め る規定 に よる」 と規定 して いる。

3:反 法輪 功 キ ャンペ ー ンはテ レビ,低 学 年 児童 向 け教 材 な どを通 じ徹 底 され て

い る。

(高橋五郎)

二,中 国経済分野における調査について

は じめに

中国のマクロ経済,産 業 ・企業 ・商品などについての調査の方法につい

て改革 ・開放以前か ら最近までの流れを筆者の体験を踏 まえ概述する。
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1.改 革 ・開放以前 一1970年 代まで

改革 ・開放以前 の1970年 代までの期間は経済に関する資料 ・データが

比較的多かった1950年 代 とほ とんど公表されな くなった1960～70年 代

の2つ の期間に分かれる。

1950年 代の第1次5ヶ 年計画期には5ヶ 年計画そのものについて比較的

詳 しい資料が公表 されている。新聞などに公表される経済記事にも内容の

あるものもあった。1950年 代末の大躍進運動の失敗以降経済関係の統計数

字はほとんど公表 されな くなっていく。このため中国のマクロ経済動向を

把握するためには人民 日報にのる数字のない経済関係の文章の行間を読む

ような作業や断片的に出る数字 ・情報を集めて全体状況を推測するような

作業を行 うほかなかった。欧米の研究者などの論文を参考にすることも多

かった。いずれ にせよ,中 国経済についての正確な把握は困難であった。

筆者が直接手がけたことは中国の貿易額を推計する作業であった。中国

は輸出入貿易額について も1960年 代には発表 しなくなっていた。 このた

め中国の貿易相手国の貿易統計か ら対中国貿易額を集めていき,ド ル換算

を行い,総 額を推計するとい う方法である。主要貿易相手国20～30力 国

の貿易額を集めれば中国の貿易額の70～80%を 占めるので全体の額をあ

る程度推計できた。この方法は米国のCIAが1950年 代か ら実施 し,集 計

結果を公表して いたものである。但 し,公 表が遅れるのでできるだけ最新

時点(1～2年 前)の 貿易額を把握 しようと独自に実施 したのである。ジェ

トロには各国貿 易統計がほとんど収集 されていた。

中国の産業 ・企業 ・商品についての調査は1950年 代においては民間貿

易協定ベースで取引される商品について関連業界 ・企業が中国側か らの聞

き取 りによる現状把握が行われていたとみ られるが詳細は分か らない。中

国とソ連の対立が厳 しくな り,先 進的機械設備 ・技術の導入先を西欧 と日

本に求めざるを得な くなった1960年 代になると日本側もこれに対応 し中

国との貿易拡 大を目指す政策をとり,そ れはLT貿 易に結実す る。1962年

のLT貿 易開始以降はLT事 務所や ジェ トロなどがもう少 し積極的に中国の
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産業 ・商品の実態把握に努めるようになっていく。協定に基づ く取引商品

についての実態は主 として中国側か らの聴き取 りや商談過程を通じて把握

されるようにな り,報 告書が作成 されるようになる。この頃か ら一部香港

の調査機関に調査委託することも行われるようにな った。 しかし,香 港の

調査機関 とて人民 日報など中国の公表資料を丹念にフォローするだけであ

るので調査報告は分厚かったが内容は乏しいものであった。中国製の工作

機械が輸入 され,注 目されたこともあ り,工 作機械 をサンプルとして輸入

し,破 壊分析試験なども行われたときく。

2.改 革 ・開放以降一1980年 代以降

1970年 代末の改革 ・開放政策への転換以降もしば らくの間は,経 済関係

についての調査は以前と大差がなかった。しか し,マ クロ経済状況に関す

る資料 ・情報は徐々に公表されるようになっていった。象徴的なのは国家

統計局によって 『中国統計年鑑1981』 が1982年 に刊行されたことである。

近年の中国統計年鑑の内容 と比べればずいぶん差があるが,そ れまでのゼ

ロの状況か らすれば画期的なことであった。以降 『中国統計年鑑』は毎年

刊行 され るようになる。『中国経済年鑑』,『中国対外貿易経済年鑑』,『中国

統計月報』,『海関統計』(当 初四季報,後 に月報)な ども80年 代半ば前後

に刊行されるようになった。他方で,全 国人民代表大会での政府活動報告

や計画委員会の年度計画の執行状況 と次年度の計画内容,財 政部による財

政報告なども公表されるようになった。また,中 国人研究者や経済官僚な

どの実務家による分析的な論文も経済専門誌や新聞等で発表されるように

なった。これ らにより,日 本における中国のマクロ経済に関する状況把握

と分析は深まるようになった。

しかし,ま だ重要な政策決定や内部規定で公表され ないものもあった。

これ らの重要文献は中国国内では上級幹部用に内部発行 として刊行されて

いたが,一 般国民や外国人は入手できなかった。1980年 代半ば以降になる

と内部発行用文献を扱 う書店が知られるようになった し,さ らに後になる
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と一般書店でも内部発行資料を置いている店も出てくるようになった。但

し,内 部発行用の ものは外国人は購入できず,中 国人でも身分証明書を提

出 しないと買えない といわれた。

筆者には次のよ うな経験がある。1979年8月 に制定された 「対外貿易を

大いに発展 させ,外 貨収入を増加 させる若干の問題に関する規定」は極め

て重要な15項 目の内容を含むもので1980年 代以降の内外経済政策 とりわ

け対外経済政策を方向づけるものであった。例えば,深tlilな どの経済特別

区の設置,1981年 か らの二重 レー トの実施などを含むものであった。経済

特区ついてはその後公表 されていくが二重レー トの実施は後々まで公表さ

れなかった。80年 代前半には 「規定」についての断片的情報が経済関係の

専門雑誌の論文で言及 され るよ うにな り,部 分的には政策方向が 日本でも

理解 されるようになる。筆者がその 「規定」のほぼ全文を含むものを収め

ている文献を地方の書店で買い求めたのは1990年 のことである。「規定」

文書には経済特 区は5ヵ 所 となってお り,上海の崇文島が入 っていた。1992

年の 「南巡講話」で1小 平が 「自分に唯一の誤 りがあるとすれば上海を経

済特区にしなかった ことだ」 との主旨の発言を しているが,当 初決定され

ていた上海の経 済特区を最終的に取 り止めたのは郡小平であったことがこ

の資料で確認 された。

中国のガ ット加盟交渉は,中 国の経済貿易制度の透明度向上を促すこと

になった。中国は1986年 にガ ット復帰申請を出し87年 か らガ ッ トの場で

加盟審査が始ま った。天安門事件で中断 し,92年 か ら再び加盟交渉が促進

されたが,こ の過程でガッ ト加盟国が中国に要求 した項目の1つ に経済貿

易制度の透明度 向上,す なわち法令 ・規定などの公表である。改革 ・開放

後中国は法律な ど主要な法令は公表するようになったが,各 部(省 に相

当)・委員会の規 定など公表 されないものが多かった。1992年 頃か ら各部・

委員会が 「官報」的なものを刊行 し,既 存のものも含め公表する規定など

が増えるようになった。

産業 ・企業 ・商品についての調査は80年 代半ばまで大きな変化はなかっ
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た。 日中経済交流が1960年 代以降徐々に拡大 し,1972年 の 日中国交回復

以降 さらに拡大す るようにな り,日 本側には中国の実情を把握する必要に

迫 られ るようになるが,中 国側には自国の産業 ・企業 ・商品の状況を内外

に公表するまでにはいたらなかった。 日本の業界 ・企業は中国との現実の

ビジネスの中で実態把握に努めざるを得なかった。それで も中国側の経済

関係の要人,例 えば国家計画委員会の副主任な どは70年 代末,外 国の経

済関係者にはできるだけ正確な中国経済についての情報を提供 しない とよ

りよい経済交流はできない と述べ るようになっていた。80年 代後半以降に

なると経済訪中団などの訪問の際,中 国側企業 も比較的内容のある情報を

徐々に紹介するようになっていく。

80年 代後半になると中国の研究所 ・大学などが外国からの調査を受託す

るようになる。政府か らの補助金が削減されるようにな り,別 途収入を確

保する必要に迫られたか らである。調査を依頼する外国側か ら見れば 自前

で調査する場合の困難 さや リスク(中 国側から国家秘密(後 述)の 窃取 と

疑われる可能性がある)を 考えると中国の研究所等が受託 してくれること

は都合が よかった。 日本側の要望がどれだけ実現されるかは疑問な しとし

なかったが,以 前の香港での調査内容 と比べる と格段に内容の充実を見る

ようになったことは間違いない。 この間,中 国当局 自体 も国内の産業 ・企

業 ・商品の実態把握の必要が出てお り,研 究所 ・大 学等の調査を認めるよ

うになってい く。研究所 ・大学等が企業調査をする場合に企業に対 し外国

か らの依頼であることを明らかにするわけではない。

なお,中 国は国家秘密を守 らせる法律として1951年6月 公布の国家機

密保守暫定条例を制定していたが,1988年9月 公布,1989年5月 施行の

国家秘密保守法により前記条例は廃止 となった。国家秘密保守法によれば,

国家秘密 とは国家の安全 と利益に関係 し,一 定期間一定範囲の人員のみ知

る事項 とされている(第2条)。 国家秘密の範囲は①国家事務の重大政策

決定のなかの秘密事項,② 国防建設 と武装力活動のなかの秘密事項,③ 外

交 と外交活動のなかの秘密事項および対外的に秘密 保持の義務を負 う事
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項,④ 国民経済 と社会発展のなかの秘密事項⑤科学技術のなかの秘密事

項,⑥ 国家の安全活動の維持 と刑事犯罪の追跡調査のなかの秘密事項,な

どとなっている(第8条)。 国家秘密は3級 に分類 され,最 重要の国家秘

密を 「絶密」,重 要な国家秘密を 「機密」,一 般的な国家秘密を 「秘密」 と

している(第9条)。

改革 ・開放後中国が外国か らの直接投資を受け入れるよ うにな り,企 業

進出が進んだことは,中 国の産業 ・企業 ・商品についての理解を促 した。

輸出入 とい う貿易活動 と違って合弁事業などの直接投資は中国社会に入 り

込んで企業活動を行 う。このため従来 とは比較にならぬほどの知識 ・情報

が入るようになる。80年 代後半以降企業関係者がまとめた報告書あるいは

企業関係者からの聴き取 りを整理・分析 した報告書などが出るようになる。

90年 代に入ると日本の研究者で進出日系企業の協力を得て労働力移動の問

題な ど詳細なブイール ドワークを実施するようになった。なお,社 会調査

は通常中国側の大学 ・研究所への委託を通じて行 うのが一般的で,日 本側

研究者は企業か らの聴き取 り調査を除き直接調査にはタッチできない。

なお,1999年7月,国 家統計局は,統 計法およびその他の法令に基づき

渉外社会調査活動管理暫定規則(弁 法)を 制定,公 表 している。同規則に

よる社会調査活動 とは,中 国内の外資系企業,外 国企業支店 ・事務所,外

国の駐華機関が行 う社会調査活動,国 内の調査機関が外国の組織 ・個人 ・

機関等から委託されたり,協力を受けて行 う社会調査活動を指す(第2条)。

国外の組織 ・個人,国 内の外国企業支店 ・事務所,そ の他外国駐在華機関

は,中 国国内で直接社会調査活動を行ってはな らず,調 査は国内の渉外社

会調査資格をもつ機関を通じて行わなければならない(第3条)。 この国

家統計局の社会調査に関する規則が,他 の各部 ・委員会を含めた経済関係

の調査全体を規制するのかどうか不明な ところがあるが,外 国側の調査は

ほとん どこの規制 に定めるような方法で実施されているように思われる。

(今井理之)
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三,中 国農 村 にお ける社 会 調査 の方法 と問題 点へ の検討

一 『中国農村慣行調査』とその再調査をモデルとして

1:中 国農村社会における慣行調査 とその再調査

(1)1940・50年 代の中国農村慣行調査

①:調 査対象

1941年 から42年 にかけて華北地域における大規模的な農村調査は主に

下記の六 ヶ所で行われた。

山東省:後 夏塞村 ・冷水溝荘

河北省:棄 城県孟董荘郷寺北柴村

北京市:順 義県城関鎮沙井村 ・房山区良郷鎮呉店村

天津市:静 海県府君廟郷凋家村

②:調 査内容

「中国社会にいきる民衆の生活と法意識の解明」を目的 としてなされ た

『中国農村慣行調査』は,戦 時下の占領地農村 とい う条件を受けるものの,

華北農村の家族 ・村落 ・土地所有 ・小作 ・水利 ・公租公課 ・金融及び取引

な ど,農 村社会のあらゆる生活実態の調査が行われ た。 さらに,調 査 した

膨大な内容を法社会学的に集約 ・記録 してお り,個 個の農家の家族構成や

家計についても詳細に記録していた。1949年 以前の中国農村社会の実情を

検討する上で,フ ァース ト・ハン ドな資料は,法 社会学のみならず,社 会

学,経 済学,歴 史学,民 俗学の研究者にも貴重な資料を提供してお り,他

に類を見ない貴重な文献と評価される。

③:調 査方法

【権力機関 との提携】1939年 に東亜研究所によって立案された華北農村慣

行調査計画は,満 鉄調査部 との提携により,1941年 から42年 にかけて故

末弘厳太郎の指導下に展開した国家的規模の作業であった。
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【問答記録調査】調査員と調査される農民 との質疑応答をそのままの形で記

録する方法。

【調査成果】問答集 『中国農村慣行調査』全八巻岩波書店1952-58出 版。

(2)1970-90年 代における 『中国農村慣行調査』の再調査

①:調 査経緯

【先行調査の研究 と再調査の問題意識】1977年 秋,「 中国農村慣行調査読書

会」が成立 し,『中国農村慣行調査』を熟読 して,村 民の生活・村内の人間

関係 ・県 と村 との関係 ・社会経済的変化の傾向 ・祭 りや民間信仰のあ り方

な どについて検討が行われた。それに基づき,書 物を通 して親 しく付き合っ

てきた村民 とその家族は,現 在どのように生活しているのか,主 要な調査

対象となった六つの村落は 日中戦争 ・戦後内戦 と土地改革 ・農業集団化 ・

人民公社 ・文化大革命 ・生産負請制へ と一連の変革を経て,ど のように変

貌 したのか,と い う問題意識に基づいて再調査を検討 した。

【中国留学による現地調査】読書メンバーである中生勝美氏が1984年9月

か ら86年4月 まで,山 東大学留学中に大学の近くにある冷水溝荘で,「 伝

統的な風俗習慣 と社会変化」 とい うテーマに基づき,冠 婚葬祭や年中行事

の習俗の書き取 りか ら調査を始め,山 東省における農村社会の革命前後の

社会変容に関 し,断 続的に綿密な調査を行った。調査報告の 『中国村落の

権利構造と社会変化』は,平 成二年にアジア政経学会より出版された。

【日中提携による共同現地調査】同読書会メンバー三谷孝が1988年 に南開

大学滞在中,南 開大学歴史系近代史研究室のスタッフと共同研究計画策定

のため,協 議を進めた。同時に同大学外事処の協力を得て,氏 が河北省の

寺北柴村,天 津市の後夏塞村,山 東省冷水溝荘を訪問して予備調査を行った。

1990年8月,「 中国農村慣行調査読書会」メンバーと南開大学側合わせ

て数十名により,北 京市順義県城関鎮沙井村 ・房山区良郷鎮呉店村での共

同調査が始め られた。よって,中 国農村慣行調査の再調査は,1995年9月

の河北省寺北柴村の調査を終わるまで,足 掛け六年間に渡った。
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②:調 査方法 と成果

【調査方法】調査先の 『県誌』編纂者や県梢案館による歴史概況について教

示を受けた。その後,調 査先で書き取 り調査,ア ンケー ト調査表配布 ・回

収,隣 村での比較調査などの作業が進められた。調査終了後には,南 開大

学で共同調査者 と調査の成果 と問題点について確認 し,今 後の作業を検討

し,南 開大学へ書き取 り調査の録音テープの原稿化を依頼するな どのよ う

な共同作業が行われた。

【調査内容】過去の農村調査の方法を改善 し,つ ま り,か つての慣行調査は

常に村内の数戸の地主 と富農の存在を明確 し,彼 らがどれだ けの土地 と役

畜を持ち,何 人の雇工を雇っていたかによって,そ の財富を判断す るとい

うスペースであった。本調査は,各 村落における自然環境 ・村政権の変遷・

耕地 と農業生産 ・村鎮企業の出現 と発展 ・個々の村民と商品市場の関係 ・

村民の政治意識および政治運動の参加状況 ・初等教育 ・いくつかの家族慣

習 ・民間風俗などについて,全 方位的な調査を行 った。

【調査成果】本調査に基づいて刊行された成果:

北京市呉店村に関する調査記録:

『農民が語る中国現代史一華北農村調査の記録一』1993年 内山書店

河北省寺北柴村 ・北京市沙井村に関する調査記録:

『中国農村変革と家族 ・村落 ・国家』第一巻1999年 汲古書院

天津市府君廟郷凋家村 ・山東省後夏塞村に関する調査記録:

『中国農村変革と家族 ・村落 ・国家』第二巻2000年 汲古書院

2,中 国農村慣行調査を通 した農村社会調査方法への検討

(1)中 国農村慣行調査の方法について

1940年 代の中国華北地域は,日 本軍占領下に置かれ ていたため,当 時の

中国研究者の中国社会調査に便利な環境を客観的に与 えた。 さらに,外 務

省や満鉄調査部などの権利機関 との提携で,い わゆる国家 レベルの大規模
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な農村社会調査が障害なく順調に進められていた。中華人民共和国建国以

降,日 本側の中国研究者にとって,慣 行調査のような日本側の権利機関の

提携による中国現地での大規模調査は,も うすでに考えられないことになっ

た。ただ し単に社会調査方法の視点で農村慣行調査の全体作業を検討 して

みる と,す くなくで も以下の二点か ら今後の中国研究者に教示を与えると

思 う。

その一,調 査者 と村民間の直接問答 とい う方法である。慣行調査のよ う

に,特 に文献記載のない,あ るいは少ない調査対象(例 えば,農 民社会)

を調べる場合,直 接対話 とい う接触法が用い られると,優 れたファース ト・

ハン ドな記録が残せるし,調 査テーダの確実性 も確保できる。

その二,調 査資料の処理法である。慣行調査に行われた問答調査の記録

を問答集のままで まとめる方法は,調 査者の社会的 ・歴史的な責任感が感

じられる。調査者が自分の都合で加工 されてない記録こそ,当 時の被調査

社会や人間の歴史をあ りのまま残せるし,後 の研究者により真実な文献を

与える。

(2)中 国農村慣行調査再調査の方法について

理想的なフィール ド・ワークは,調 査地に住み込み,そ こでの生活を通

して直接参与観察により調査対象の深層を展開することである。 中国の場

合,環 境や条件 によって,外 国人により農村に住み込み調査,あ るいは長

期間に渡 り断続的に調査することは非常に困難である。しか し,1980年 代

後半か ら始めた本文のモデルとして扱っている慣行調査の再調査の実施方

法を検討 してみ ると,効 率的な方法は下記のように考えられる。

その一,慣 行調査の再調査のように,現 代農村社会の変容を調査 し分析

するならば,関 心を持つ調査対象に関する先行調査を研究する上で,同 調

査対象に対する追跡調査は,方 法上では効率的であり,さ らには,実 証研

究調査を通 して研究史上の貢献もできる。

その二,慣 行調査の再調査のように,専 門的な知識を備える研究 ・教育
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機関などの協力は肝心である。 日本の中国研究者の殆どは中国語が通 じる

が,単 に言葉だけ通 じて も調査対象の事情(地 域社会の歴史伝統 ・方言)

などの基本知識が不十分であったら,ま た,た とえ,通 訳を通して も,通

訳者の調査対象に関する知識のレベルが問題になったら,期 待通 りの調査

はできない。慣行再調査の成功になったのは,提 携先の南開大学は調査地

域である華北地域にありなが ら,専 門的な知識 も備 えるか らである。

その三,明 確な研究テーマを持 って長期留学を通 しての調査方法。 中生

勝美氏の ように,調 査地域にある大学に長期在籍 しなが ら,そ の近辺の農

村を再三訪問調査することは可能である し,効 率的でもある。

その四,地 元政府機関の許可 ・協力を得ること。調査をスムーズに進め

るために,単 に研究 ・教育機関との間に提携関係を結ぶだけではな く,調

査対象地域,例 えば農村慣行再調査のように,北 京市や天津市 ・河北省各

レベルの行政機関,特 に対外事務を処理する部門な どの許可と協力を得る

ことも不可欠である。

3,中 国農村社会における社会調査の問題点

(1)新 しい課題一市場経済化 と農村社会変革への考察

これまでの 『中国農村慣行調査』 と再調査のような蓄積は,現 代中国研

究に稗益することの貴重な文献性や現代性を持 ってお り,中 国社会調査の

発展にも役立っている。しか し,1950年 代以来の中国農村で起っていた一

連の大変革のいずれも,国 全体の計画経済の範疇下 に行われた統一化され

たものであったため,そ の変革のプロセスや中身も単一的な ものであった。

このため,本 文にモデル として検討 している両調査 においても,単 一性の

強い記録が残 されていた。

1990年 代から市場経済化を全面に実施 して以来,中 国の農村では,村 を

郷鎮企業化 ・再度人民公社化か再度集団化 ・工業を もって農業を養 う制度

の確立など,こ れまでの統一化された単一的な様相 と全 く違 う多様な社会

形態が現れてきた。さらに,こ のような多様な社会形態によって,伝 統的
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な血縁的 ・地縁的な社会組織の回復や破壊,お よび地域社会 と政治行政 と

の利益関係などの再調整が起った。それに農民の都市部への流動スペース

の拡大につれて,国 家の三大管理手段の一つ としての 「戸籍管理制度」を

改革ざるをえない事情を加えると,当 面,中 国では,さ まざまな農村社会

形態,さ らに農民 の身分の変容に基づいての国家管理制度の変革事態など

が現れている。いわば,農 村社会の変革は,国 全体の変革と関わ っている。

このため,今 後,国 土70%を 占めている農村地域,人 口の80%を 占めて

いる中国農民たちは,ど のように市場経済化を受け止めるのか,新 しい課

題 となっている。または,新 しい課題はどのよ うにこれまでの調査蓄積 と

結び付くのも,新 たな課題の一つである。

(2),調 査方法 について

①調査者 と被調査者の関係について

調査者 と被調査者(特 に外国人の場合)間 の距離を縮小し,調 査対象か

ら本音 ・真実を貰えるために,慣 行調査のように,文 献調査を通して調査

対象に関する歴史伝統の把握,中 国語,特 に現地方言の習得が必要である。

さらに,現 地での信頼関係を築 くために,調 査課題に基づいた対話の態度

や要領を正することも必要である。

②調査成果の確実性について

調査者は言葉上の障害があっても,厳 密的な調査技法や社会的 ・歴史的

な責任感,お よび職務倫理感の もとに,質 の高い調査ができる。 しか し,

言語上の障害があるため,人 を雇 っての資料収集 とい うや り方は,調 査の

意義か ら外れ,資 料の確実性 ・信頼度も低 くなる。む しろ,慣 行調査のよ

うに着実な共同作業の形で調査を実施すれば,調査成果の質や信頼度 も高い。

(3)調 査資料の処理について

もっとも理想的な処理は,調 査者が調査データをファース ト・ハン ド的

II



中国をフィール ドとする社会調査の方法と問題点

に調査対象に公表す ることである。 しか し,汎 政治主義の環境下で,た と

え,実 態や本音の元にまとめた資料であっても,そ の後 どの程度 まで公的

機関に認め られるのか,ど のよ うに現地で公表するのかは,問 題である。

さらに,そ の資料はどのように日本で公布するのか も問題 とな っている。

つまり,中 国側の公の機関に認め られたものを公表するのか,そ れ とも調

査資料,特 に実証調査によって得た資料をそのまま公表す るのか,公(政

治)と 私(調 査対象)の どち らを選ぶか,迷 うことが多い。この意味では,

1940年 代の 『中国農村慣行調査』および1980年 代以来の再調査の成果は,

問答集や記録の形で公表するのは好方法と考えられる。両調査 ともその成

果は中国側の関係研究者にも高 く評価されている。

(高 明潔)

四,中 国の文化 ・芸術施設調査における特殊性

は じめに

中国の文化に関する調査は,多 岐にわたる領域に及ぶ ものであ り,文 学・

美術 ・音楽 ・映画 ・演劇 ・テレビ ・写真等の文化 ・芸術 ・娯楽分野を包括

するばか りか,言 語 ・民俗 ・歴史 ・教育 ・スポーツ ・科学 ・建築等の諸分

野にも及ぶものである。本章における 「中国文化」の調査 とは,こ のうち,

一般庶民にもっとも身近な文化 ・芸術ジャンルである映画 ・演劇 ・テレビ

等の大衆芸術に関する調査に限定して,そ の現状および特殊性を概説する

ものとする。

また中国の文化 ・芸術について現地調査(フ ィール ドワーク)を 実施す

る際には,一 つには,文 化 ・芸術の作 り手であり,文 化芸術の発信の場で

ある文化施設を調査するケースと,も う一つには,文 化 ・芸術の受け手で

ある一般市民に対 して調査を実施す るケースを想定できるが,こ こでは文

化施設に対する調査を捉えていく。

さらに調査手法 としては,一 般に施設に対する視察 ・観察調査,ビ ア リ
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ング調査およびアンケー ト調査等がみ られ るが,こ こでは主 としてヒア リ

ング調査を実施する場合を前提 として考察するものとする。

1,文 化 ・芸術施設における行政管轄

中国における文化芸術施設を調査する際に,ま ず念頭におかな くてはな

らないのが,行 政的な管轄の問題である。例えば,中 国で最 も信頼性の高

い公的な調査の一つとされる中国国家統計局および省 ・市統計局による調

査が実施される場合,各 文化施設の上部機関である国務院の管轄局を通 し

て調査が実施 され ている。外国人による視察 ・調査活動に対 しては,よ り

厳格な各管轄局の審査の上に,調 査実施の認可がなされ,さ らに各施設の

所管お よび調査申請の窓口がわが国の場合 とは異なることを考慮すべきで

ある。

中国の文化施設の調査に関 しては,文 学 ・演劇 ・音楽 ・美術などの事業

が 「文化部」(Yl[Uの管轄にあ り,ま た映画 ・ラジオ ・テレビ等の事業が 「国

家広播電影電視総局(国 家ラジオ映画テレビ総局)」(rl:2)の管轄にあり,さ

らに学校・スポーツ施設等に含まれる文化施設は 「教育部」の管轄にある。

例えばテレビ局や映画製作所を調査する時は,直 接的には国家ラジオ映画

テレビ総局の許可を必要とし,その際,所 管外の国家機関に調査申請を行っ

ても,調 査許可を もらえることが難 しい。それゆえ,調 査の実施にあたっ

ては,調 査申請の窓口を一本化できるような形で,事 前に調査スケジュー

ルや内容を調整す る必要があろう。

2,独 立分散的な中央行政管轄

中国調査において困難を極めることは,調 査先によって管轄機関が異な

ることである。実際に調査を実施する場合,以 下のような状況が表れるこ

とがある。

例えば中国の映画について調査を実施する場合,前 提 として,映 画事業

は文化事業全体に含まれるので,ま ず 「文化部」に調査許可を申請 しなく
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てはな らない。また映画製作所を調査 しようとするな ら,そ の直接の政府

管轄は 「ラジオ映画テレビ総局」にあるので,こ ち らにも申請の必要が生

じる。一方,映 画館を調査する場合には,直 接の管轄は 「文化部」とな り,

「ラジオ映画テレビ総局」へ調査許可を申請す る必要はない。さらに映画放

映 を行 っている施設が学校・スポーツ施設関連であれば,「 教育部」で調査

許可をとらなくてな らない。このように,同 じ映画施設を調査する際にも,

行政管轄が施設によって異なるため,中央行政機関に調査依頼をする時は,

管轄ごとに個別で煩雑な調査申請を必要 とするケースが生じる。

3,横 断的な地方行政管轄

中国現地調査においては,国 家行政機関への個別 の調査申請を前提 とす

るが,実 際の調査においては,そ の調査施設の所在地がある地方行政機関

に直接調査申請をする場合がある。中国は,形 式的 にはいわゆる 「三級管

理」的な縦型の行政組織が存在 し,中 央 省 ・自治区 ・直轄市(一 級

行政区)市 ・県(二 級行政区)区 ・鎮(三 級行政区)と いった

地方行政組織があ り,末 端の行政機構 として都市の各 「街道」居民委員会,

各小村の村民委員会などが機能 している。

この地方行政機関は,そ の所在地によって,地 域的な結びつきが非常に

強固な場合 と,比 較的希薄な場合があ り,前 者の場合,中 央の行政機関へ

調査申請をしなくて も,地 方行政機関への調査 申請だけでその地域におけ

る調査活動がすべて保証 されるケースが多い。

4,文 化 ・芸術施設に対する調査依頼の例

1999年8月,北 京において文化施設を調査した際,受 け入れ団体である

中国工運学院 ・中華全国総工会を通 して,北 京市西城区人民政府,海 淀区

人民政府あるいは同区の各居民委員会 に調査申請が行われた。 この結果,

各地区において,文 化施設の範疇にカウン トされ る青年宮,老 人活動セン

ター,映 画館,ボ ーリング場など様々な娯楽場の調査が実施できた。各施
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設を管轄する中央行政機関の窓口は異なっているが,一 括的な調査実施が

可能 となったのである。

また2000年8月,上 海において文化施設を調査 した際にも,受 け入れ

団体である中国工運学院 ・全国総工会を通 して,上 海市徐匪区人民政府あ

るいは同区の居民委員会に調査申請がな され,各 地区のテ レビ局,大 学,

新聞社関係者な どとの一括的な調査が可能 となった。

外国人による短期的な調査 を実施する際には,行 政区画に照 らし合わせ

て,調 査区域 を限定 し,当 地の地方人民政府に調査申請を出せるように,

調査受け入れ機関に働きかけることが望まれる。

5,中 国における文化 ・芸術施設の再編 と調査の特殊性

1999年8月 お よび2000年8月 において,北 京市および上海市のいくつ

かの文化 ・芸術 ・娯楽施設を調査 した中で,従 来においてはみ られなかっ

た文化施設の特殊性が数多くみられている。

例えば,中 国において,映 画館 ・劇場は80年 代後半以降,大 都市のほ

とんどの映画館等が複合的な綜合娯楽センターへ と変化 している。大部分

の映画館には,ビ デオ放映ホールが併設され,ビ リヤー ド・ゲーム場 ・ダ

ンスホール ・カラオケ,喫 茶店 ・ファース トフー ド・レス トラン,大 型商

店等が併設され,中 国の大都市において80年 代前半以前にみ られた単一

機能的な映画館施設は現在ほとんど存在していない。同様に,演 劇を上演

する劇場,音 楽を上演 していた音楽ホールなども複合的な文化施設に変貌

している。つまり,中 国現地で調査文化施設の調査を実施する場合,数 年

前まで行われていた調査のように,映 画館に映画上映 とい う単一的な機能

だけを求める現地調査は意味をなさなくなっている。

同様に,従 来で あれば,映 画製作に関する調査であれば映画製作所の関

係者にヒアリングを実施 し,テ レビ製作に関する調査であればテレビ局関

係者にヒアリングを実施することで事足 りていた。しかしなが ら,90年 代

以降,中 国におい ては,急 速な国有企業改革の中で,例 えば映画 ・テレビ

.・



中国をフィール ドとする社会調査の方法 と問題点

製作においても,映 画製作所がテ レビ ドラマを製作 し,逆 にテ レビ局がテ

レビコマーシャル収入の一部を使って映画製作を行 うような例が多くな り,

映画 ・テ レビ事業が音楽 ・出版など様々な文化事業 とともに急速に複合的

に再編されている。

中国は,78年 末の改革開放スター ト以来,短 期間のうちに社会的文化的

な変化を遂げ,90年 代以降の変化は特に著 しい。中国の文化 ・芸術施設の

調査において,わ が国や欧米諸国の文化施設の基準だけで事前 に調査結果

の判断をすることは難 しくなってお り,2～3年 前の統計数値でさえ意味

を持たないことも多 くなっている。 このような特殊性を前提 としたフレキ

シブルな中国調査の実施が望まれよう。

【注釈】

(1)1949年10月 に 「中央 人 民政 府文 化部 」 として 成立 し,文 革 を経 る 中で,75

年 「文化 部」 と して 再編 され た。す べ て の文化 ・芸 術 事 業 を管 轄 して き た が,

86年 に文 化 部の映 画 事 業管 理 局が 「広播 電影 電視 部(ラ ジオ映 画 テ レビ省)」

に吸 収合併 され る(蘇 尚 発 『中華人民 共 和国 中央政 府 機 構(1949-1990年)』 経

済 科 学 出版 社,1993年 お よび 国家機 構編 制 委員会 弁 公 室編 『中国政 府機 構1991

年 』 中 国人民 出版 社,1991年 等 参照)。

(2)1949年10月 に 「中央 人民 政府 新聞 署」 と して成 立 し,文 革 を経 る 中で,77

年 「中央宣 伝部 」,79年 「中央広播 事 業局 」,82年 「広 播電 視 部 」 とな り,86

年 に 「広播電 影 電視 部 」 に再 編 され,98年 の第9期 全 人 代第1回 会 議 で 国務

院直 属 の 「国家 広播 電 影電 視 総局(国 家 ラジオ 映 画 テ レビ総 局)」 とな る こ と

が 決 ま る(同 上書 お よび 三 菱総 合 研究 所編 『中国 情 報 ハ ン ドブ ック[1998年

版]』 蒼 蒼:社,1998年,269ペ ー ジ等参 照)。

(藤森 猛)
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五,中 国人研究者による中国国内社会調査の現状

一 中国における民俗研究

は じめに

小稿では,中 国人研究者による中国国内社会調査の水準と現状を理解す

るために,筆 者の専門分野であり,ま た人類学や宗教学,社 会学などと連

動 しなが ら進め られてきた中国民俗学の視点か ら,中 国における民俗研究

の歴史と民俗調査の現状について述べてい く。

1,中 国における民俗研究の歴史

中国における民俗研究は大きく4つ の時期に分けられる。第1期 は1918

年か ら27年 までで,新 文学運動の一環 として始 まった。北京大学の顧吉

剛らは新文学の白話文や白話詩の創作のために民間歌謡に着目し,「歌謡征

集処」を設立して民間歌謡の収集を全国によびかけ,雑 誌 『歌謡周刊』を

刊行 した。さらに常恵 らは収集対象を様々な民俗事象まで広げ,「風俗調査

会」を設け,「風俗調査表」を作って実地調査を行なった。顧吉剛 『妙峰山

進香専号』はその代表的な成果の一つである。

第2期 は1927年 から49年 までの戦時期である。北洋軍閥の弾圧を受け

た顧吉剛や鐘敬文 らは広州に逃れ,中 山大学語言歴史学研究所 とともに民

俗研究を組織化 し,『民俗周刊』『民俗』『国立中山大学語言歴史学研究所周

刊』を刊行 して歴史学や人類学,宗 教学等の視点か らの研究を推進 した。

また抗 日戦争が激 しくなった1940年 代には北京大学や清華大学,燕 京大

学が昆明に移って西南連合大学を創立 し,イ ギ リスで社会人類学を学んだ

北京大学の費孝通 らが西南の少数民族地区での実地調査を意欲的に進め,

後の民族研究の基礎を築いた。

第3期 は1949年 の中華人民共和国成立か ら1970年 代末の文化大革命終

了までである。 この間,社 会学や民族学,民 俗学,政 治学等は政治的要因

か ら研究活動の中断を余儀なくされ,国 外の研究水準か ら大きく遅れを とっ
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た。しか し少数民族 と民間文学については研究が許 されたため,こ れ以降,

中国民族学は漢族を除 く少数民族を研究対象 とすることになり,中 国民俗

学はソビエ ト連邦の影響を強 く受けた民間文学研究 の一環 として口承文芸

を中心に研究が進め られた。

第4期 は1980年 代の改革開放か ら現在に至るまでで,中 断 されていた

政治学や社会学等が次々に再開されてい くなかで,民 俗学 も鐘敬文や顧吉

剛 らを中心に78年 に 「建立民俗学及有関研究機構 的侶議書」が社会科学

院に提出され,83年 には全国規模の中国民俗学会が設立された。現在では

40以 上の大学に民俗学課程があ り,26の 省で省級 の民俗学会が設けられ

ている。

以上のように中国の民俗研究は様々な政治的要因を直接被 ってきたため

に,現 在,以 下の2つ の問題に直面している。第1は,研 究対象の大きな

変化である。人民共和国成立後におきた文化大革命や改革開放,市 場経済

導入 とい う政治的経済的激変は 「伝統民俗」を簡略化あるいは消滅させ,

一方で従来 とは異なる意識のもとで 「民俗」が復活 し,新 たな 「当代民俗」

が形成されている。第2は,人 民共和国成立後の空 白の30余 年間による

基礎的理論や調査法の遅れである。30余 年にわたって民間文学研究と密接

に結びついてきた中国民俗研究は,研 究対象を説話や歌謡等の口承文芸に

限定 し,文 学性を重視する文学的研究法が主流であった。そのため研究対

象が物質文化や社会制度,生 産活動,儀 礼等の諸事象へ拡大された80年

代以降,そ れ らに対応するための基礎的理論や調査法,記 録法などが十分

に整備されてお らず,対 象そのものの激変 も加わって,現 在 もなお理論等

について模索を続けている。衰退著 しい 「伝統民俗」や新たな 「当代民俗」

に対処するためには,中 国独自の研究調査理論の確立 とそれを習得した研

究者の育成が急務 となっている。

2,民 俗調査の現状

中国人研究者による国内の民俗調査の現状について, 山東大学民俗研究
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所を中心 とした1980年 代以降の山東省における民俗研究の動きを事例 と

して述べてい く。山東は古来の斉魯文化を根強く継承し,孔 子の教えが 日

常生活まで色濃 く浸透 した,北 方の漢族文化を代表する地域である。1987

年に全国初の大学機関の民俗研究所として設立された山東大学民俗研究所

は,山 東における民俗研究の中心であり,そ の歩みは80年 代以降の民俗

研究および民俗調査の状況をよく反映 している。

山東大学民俗研究所は1985年 か ら季刊の学術理論雑誌 『民俗研究』を

刊行 し,次 の ような方針 を掲げている。第1は,民 俗研究においては民俗

学 と社会学,人 類学 とを結合させ,そ の手法や理論を導入する。例えば社

会学的視点か らは民俗を社会全体と関連づけ,風 俗習慣等が形成された原

因やそれが社会 に及ぼす影響等を重視する。また人類学か らはフィール ド

ワークの手法を導入する等である。第2は,研 究を現実の生活に活用 し,

「移風易俗」(善 くない習慣を改めること)を 目的 とする。例えば華美な結

婚式を改めるために,涌 博市桓台県では政府か ら援助を得て集団結婚式を

組織 したこと等である。第3は,「 民俗旅遊」を発展 させる。すなわち各

地の伝統行事や民居,工 芸品,歌 舞などを利用 して民俗博物館や民俗文化

村を建設 し,そ れ らを地元の観光開発に役立てることである。例えば灘坊

市では伝統の 「風箏(凧)」 を利用 して84年 か ら国際凧揚げ大会が開催 さ

れ,毎 年国内外か ら多数の観光客を集めている。第4は,各 地の民俗志を

作成する。具体的 には近年,各 地で編纂が進められている県志などの地方

志に民俗の項 目をたてて 「当代民俗」を詳細に記録することである。『山東

省志・民俗志』(山東省地方史志編纂委員会1996)は その成果の一つである。

以上の活動のなかで用いられている基礎的理論や調査法,記 録法はつぎ

のようである。

基礎的理論 としては,研 究対象の範囲や民俗事象の分類,分 析法等が論

じられている。理論面では,従 来はC.S.Bumeの 『民俗学手冊』の影響

が強 く,民 俗事象は信仰,習 慣,故 事歌謡の3つ に分類されていた。しか

し80年 代以降は対象の範囲が経済や社会,物 質文化など生活全般まで拡
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大され,烏 丙安 『中国民俗学』(遼 寧大学出版社1985)や 張紫農 『中国民

俗与民俗学』(漸 江人民出版社1985),陶 立旙 『民俗学概論』(中 央民族学

院出版社1987)が 次々と刊行されて諸問題が論 じられた。注目されるの

は,こ れ ら3氏 の説が 日本民俗学の影響を強く受けていることである。 日

中の学術交流は80年 代以降,学 者の相互訪問や学術討論会の開催,合 同

調査を中心に盛んに進められている。例えば1998年 に北京で開催された

福田アジオ氏(神 奈川大教授)の 民俗学講座は地域研究の重要性やフィー

ル ドワーク方法論を紹介 して,中 国の若手研究者に大きな刺激を与えたと

い う。

調査法や調査報告の記録法については,民 俗調査 を実施する上で,実 は

大きな意識改革が必要 とされ る部分である。調査方法については,従 来は

フィール ドワークによる直接的な資料収集よりも,む しろ地方志や類書,

筆記小説などに記された各年代や各地域における膨大な民俗資料を用いる

ことが少なくなかった。 しか し人類学のフィール ドワーク法に接すること

で,民 俗調査においては第一次資料を重視 しなけれ ばならないことが漸く

認識されるようになった。また記録法について も,か つての 「民俗志」に

は調査時期や場所が明示されていなかった り,過 去 と現在の民俗 を繋ぎ合

わせて記 した り,感 想文的あるいは文学的,随 筆的な記述であった りする

ことが少な くなか った。そこでかつて山東大学民俗研究所では,調 査者の

不足を補 うために一般募集 した120余 名の 「風俗調査員」に対 してテーマ

や調査項目を指示する以外に,調 査を実施する場合の基本事項 として,実

施 した時間や場所,話 者の名前や性別,年 齢,職 業などを明記 し,各 項目

については複数の話者に尋ねて違いを明らかにする ことなどを徹底 させた。

また記録報告の書き方については 『民俗研究』に専門的な報告 を掲載 し,

範例 として示 した。

現在,中 国人研究者による国内の民俗調査については,北 京師範大学や

北京民族大学,復 旦大学,遼 寧大学,山 東大学,屓 門大学,広 州大学な ど

に属する研究機関を中心に比較的長期の基礎的調査が行なわれ る一方で,
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外国人研究者,特 に日本人研究者との合同調査が進められ,外 国研究者と

の交流の中から中国により適 した分析理論や調査方法が模索 されている。

(小稿は1998年8月 に実施 した山東大学民俗研究所の徐経澤教授と葉涛助

教授 とのインタビューの内容に もとつ く)

(松岡正子)

六,中 国社会 ・生活調査における方法 と問題点

は じめに

本稿は,現 在,劇 的に変化 しつつある中国社会 と,そ こに暮 らす人々の

生活を調査する際の規制 と,調 査のすすめ方の留意点をま とめたものであ

る。構成は,(1)に おいて,外 国人による社会調査の規制について整理 し,

(2)に おいて,そ の規制の枠内での量的調査を実施す る際の問題点をあげ,

また(3)に おいて質的調査,主 にフォーカスグループインタビューを実

施する際の留意点 を述べた。

調査票調査とフォーカスグループインタビューを併用 し調査を進めると

い う方法は,筆 者が長年関わってきた消費者の商品購買動向を調べ る市場

調査において一般的な ものであるが,こ の方法論は,学 術調査などの他の

調査にも応用可能 と考える。

中国で発行されている公式文書,統 計,新 聞など基礎的な既存資料 と例

えば参与観察法な ど他の調査手法については省略 した。

1,外 国人及び外国の組織による社会調査の規制

現在,外 国人及び海外の組織が中国国内において直接社会調査を行 う

ことは法律で禁じ られている。1999年8月15日 より 「渉外社会調査活動

管理暫定規則」が施行され,法 律で明文化されたのである。同法の主要な

規定は以下の通 りである。

1)外 国人及び外国の組織が直接社会調査活動を行ってはならない。
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2)調 査が必要な場合は,国 内の 「渉外社会調査許 可証」を有する組織

を通じて行 う

3)省 以上の人民政府統計機関が 「渉外社会調査許可証」を付与 し,調

査地が省を跨る場合は,国 家の統計機関が行 う。

その後,2000年7月 か ら,「渉外社会許可証」が,申 請のあった調査会

社等に交付が開始され,現 在までに100あ ま りの調査関係の会社,研 究機

関などが認可を受けている。なお,「渉外社会調査活動管理暫定規則」他関

連諸規則及び渉外社会許可証を受けた機関の リス トは以下のサイ トを参照。

http://www.stats.gov.cn/swdc/index.htm

中国国内において,外 資系企業はさまざまな調査活動を必要 とする。一

例をあげれば,合 弁会社設立の際のフィジビリティースタディー(事 業化

調査)に 始まり,製 品開発,価 格,販 売戦略などを打ち立てる際の市場調

査な ど,企 業にとって調査活動は,経 営の根幹に関わる生命線である。そ

の調査活動を自らの手で行えなくなったゆえ,同 規則が施工 された当初は,

「外資系企業の調査活動の封じ込め」ではないか とい う意見が多 く聞かれた

が,同 規則施工後はさほど大きな混乱はないようだ。

同規則施工以前 も,外 国の機関が中国国内で調査活動を行 う際,中 国側

の調査機関の協力がなければ事実上実施困難であ り,中 国の調査機関への

認可資格交付も比較的速やかに進み,同 施工後,調 査環境にさほどの変化

はない と言える。

2,f的 調査

中国において,調 査票を使った量的調査を行 う際のポイン トを,以 下の

作業手順に従い整理する。調査設計一調査票作成 一標本抽出一実査一集計

一分析

(1)調 査設計 ・調査票作成

調査票調査を行 う際は,ま ず,既 存統計資料を使い当該テーマについて
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基礎データを収集 し,仮 説をたて,そ の仮説を検証 しうる調査設計を行 う。

調査設計の段階か ら,依頼する調査会社 と綿密なす りあわせが必要である。

まず,当 該テーマは中国において調査可能かを問い合わせる必要がある。

政治信条などを聞 く世論調査は現在中国では実施不可能なことはもちろん

であるが,質 問内容によっては,純 粋に学術的なものや,商 業的なもので

あっても,時 に許可 されない場合もあるからだ。

次に調査票作成 に入るが,フ ェイスシー トのデモグラフィ ック特性につ

いては,例 えば収入の項などは,統 計資料 と実際の所得額の間にかな りの

隔た りがある場合があるので,こ の点も調査会社 との打ち合わせが必要で

ある。また,質 問内容は,日 本のそれ を参考に して作成することは構わな

いが,こ れはすべての国際社会調査にいえることだが,翻 訳の際,マ イナ

スの語感が付加 される とい うようなことが起こ りえる可能性があるので,

出来上が った中国語の調査票は,ネ イティブのチェックを経ることが望ま

しい。

また,余 裕があれば,パ イロット調査(例 えば,日 本国内の留学生な ど

を調査対象者 として)を 行い,回 答にプレが生 じないかなど調査設計の目

的が達成 されているかを確認してお くことが賢明である。 また,調 査員の

質については,か な りのバラツキがあるので,事 前の調査員への トレーニ

ングについても十分な打ち合わせが必要である。

(2)標 本抽出

かつて,中 国において,中 国には標本抽出などい う概念がな く,通 常,

量的調査 といえば,例 えば居民委員会を通 じて居住地で行 う,あ るいは党

組織や労働者組合 を通じて工場や役所などで行 うとい うことが通例であっ

た。そのような場合は,当 然強制力が働 くため回収率また有効回答率は極

めて高 くなるが,属 性に偏 りが起 こり,回 答 も多少飾 ったものにな りがち

で,十 分に信頼 に足る結果が期待できなかった。

現在では,調 査会社が地区ごとの住民台帳を持 ち,標 本抽出ができるよ
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うになったが,調 査を常時受けて入れているような家庭も現われるように

なった。つま り調査ズレしている調査対象者が現われたのである。そのよ

うな対象者が極力入 り込まないようにするために,調 査会社に調査対象者

の被調査歴 を事前に確認 してお く必要がある。

(3)実 査 ・抜き取 り調査

さて,実 査だが,調 査者(調 査設計者)は,数 サ ンプルでもいいが実査

に同行することが賢明だ。質問の仕方,質 問時間な ど,調 査会社に指示 し

た通 りになっているかどうかを確認 し,ま た,そ れ ぞれの調査項目に,相

手が どのように答えるかを見届けておく必要がある。 よしんば,調 査者が

中国語ができなくても,調 査対象者が調査員の質問に答える際の表情 を見

ることは,調 査を分析する際に役立つことは明 らか だ。

また,実 査が終了 した後,調 査会社か ら標本の一覧表が提出され るが,

設計者はランダムに選択 し,数 サンプルの抜き取 り調査を実施することも

是非やってお くべきことと考える。前 もって,調 査 設計の段階で,抜 き取

り調査を含んだ形で調査会社 とは契約を結んでお くべきである。 もちろん

調査依頼機関 との信頼関係構築は重要だが,調 査が設計どお りに実施され

ないのでは もともこもない。中国での調査については,す べての依頼を文

書化 し,そ れをチャックする仕組みを作ってお くこ とが肝要 と考える。

また,集 計の際は,単 純集計はもちろんのこと,ど の項目にクロス集計

が必要か という点に関しても,事 前にきちん と依頼 し文書化 してお くべき

だ。集計終了後,新 たな課題を発見し,依 頼 していなかった項 目にクロス

集計 を行 うと,別 枠で高額の追加料金を請求され る可能性がある。

3,質 的調査

調査票調査では,調 査対象者をマスとして扱 うことにより,属 性による

傾向や変数間の相関関係を明らかにすることに秀でているが,調 査対象者

の生の声を調査者が十分に聞くことはできない。 人々の暮 らしや意識を深
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く知る必要がある時は,調 査票調査と併用 して,フ ォーカスグループイン

タビューを行 うことが有効である。

例えば,「中国の都市部の人々の世代ごとの労働観の違い」とい うテーマ

を設定 して,北 京,上 海,広 州の三都市で,各 都市10代 か ら50代 まで各

世代につき100名 つつ調査票調査を行ったとする。つまり各都市500サ ン

プル,計1500サ ンプルとなる。

同時に,三 都市 で,各 世代7,8名 を集めてグループインタビューを試

みると,世 代ごとの相違,属 性 ごとの違いの細部を把握することができる

のである。

中国でも大手の調査会社であれば,グ ループインタビューを行 うための

マジックミラーを施 し,外 部からは調査対象者の様子が見えるが対象者か

らは観察者を見る ことのできない会議室を保有するようになった。グルー

プインタビューの手法が中国に導入されてすでに20年 近 く経つので,よ

く訓練 されたモデ レーター(進 行役)も 増えてきた。

中国において,グ ループインタビューを行 う際の問題点は,学 校教育で,

自由な議論を戦わす習慣がさほどないため,なかなか活発な議論 とならず,

モデ レーターが個 々に聞き合わせ る個別の面接にな りがちだ とい う点だ。

グループインタビューの利点は,あ る属性のサンプルが集まることにより

グループダイナ ミズムが働き,属 性による変数の傾向が顕著に現われる点

であるが,そ れが発揮 されに くいのである。

その際,モ デレーターはまず調査の守秘 と調査結果の利用の範囲を明確

に述べ,調 査対象者の信頼を勝ち得て,同 時に場を盛 り上げて,素 直な意

見を引き出す ことが肝要である。

また,議 論 とな って も,調 査内容によっては,自 己顕示欲によるバイア

スがかかる部分や,突 出を嫌い虚偽の発言をする場合も見られ るが,モ デ

レーターが適切に議論を誘導し,調 査対象者の等身大の意見を引き出す工

夫をせねばならない。

グループインタ ビューは,調 査に関係する人々は極力立ち会 う必要があ
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中国をフィール ドとする社会調査の方法と問題点

る。特に海外で行 う場合は,発 言内容が翻訳されてあがって くるので,微

妙なニュアンスをそ こか ら読み取ることは困難な場合が多い,よ って,な

るべ く多 くのインタビューを外か ら観察 し,顔 の表情,身 振 り,手 振 りな

どから,発 言の軽重,真 意を汲み取る必要がある。

調査票調査 とグループインタビューを組み合わせて,抜 き取 り調査やグ

ループインタビューの 日程 をあわせて調整をするな らば,4,5日 の出張 日

程で,調 査の進行を確認することが可能である。

渉外社会調査活動管理暫定規則の施工により,許 可制 となったため,許

可証を持っている調査会社は最低限の調査ノウハウを持 っていると考えて

差 し支えなくなった。そのような意味では,規 則の発令により,調 査環境

は整ったといえる。

日本での社会調査では,調 査設計や調査実施機関への依頼内容が時に曖

昧な部分を残 しつつ進められる場合も往々にしてあるが,中 国における社

会調査では,ま ず,十 分な時間を用意 し,数 社か ら見積 もりをとり,調 査

機関決定後はパー トナーにその調査の目的,実 施方法を しつ こいほどに伝

え,契 約内容を文書化し,調 査のプロセスの要所要所で,チ ェックをいれ

る仕組みをつ くる とい う,国 際社会調査の常道を愚直に守るという姿勢が

重要 と考える。

(渡辺浩平)
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Summary

MethodsandProblemsonSocialResearchinChina

GoroTAKAHASHI

SatoyukiIMAI

MingjieGAO

TakeshiFUJIMORI

MasakoMATSUOKA

KoheiWATANABE

AfterWorldWarIIespeciallyafter1949,ForeignSocialResearcherswho

conductsocialresearchinChinahavebeenconfrontingwithvariouskindsof

barrierbroughtbyCommunistParty.Thereforetheyneedtoconductresearch

managingsomekindsofskillfortheirresearchbusiness.

FurthermoreAug.1999,Chinaenacted"lnterimMeasuresforAdministration

ofForeign-relatedSocialActivities".Bythisstrictoperation,researcherswho

conductingSocialresearchinChinafacetomorehardcondition.

Towardlikethisregulations,howshouldforeignresearchersmanagetheir

studies?Wehaveinquiredintothisquestion.Thisdissertationisourprovisional

resultforthetask.
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